
【別紙1】

具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

○国民健康保険制度の周知【情報提供】
外国人被保険者に多言語のチラシを提供し、国
民健康保険制度に対する理解を図る。

職員はやさしい日本語での対応を心がける
とともに、日本語が理解できない方には、
市民課受付係等の外国語を話せる職員との
連携を図っている。
また、自治体国際化協会が作成したパンフ
レットは、多言語に対応しているため活用
している。
配付数：32件
（英9、中6、韓1、ス1、ポ5、ベ3、タ1、ロ
6）

職員はやさしい日本語での対応を心がける
とともに、日本語が理解できない方には、
市民課受付係等の外国語を話せる職員との
連携を図っている。
また、自治体国際化協会が作成したパンフ
レットは、多言語に対応しているため活用
した。
配付数：227件
（英56、中99、韓2、ポ10、ス1、タイ13、
ベト30、露8、インドネシア6、独1、仏1）

Ａ

各国の医療制度の違いにより、
日本の国民健康保険制度につい
て十分な理解が得られない場合
がある。

随時
甲府市在住の外
国人

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・タ・他

対応
配布パンフレットに
（一財）自治体国際
化協会の情報を活用

国民健康保険課

（全ての事業への共通意見１）
・そそも「達成率」とは何かを記載すべきである。
・ここに記載されているのは、昨年度の説明によると、各担当課の自己評価であり、客
観的指標（目標）に基づく達成状況ではないため、そのことを明らかにしておく必要が
ある。
・下記の達成度は各担当課による自己評価であることを明記した上で、
　Ａ：７５％以上の達成
　Ｂ：５０～７５％の達成
　Ｃ：３０～５０％の達成
　Ｄ：３０％未満の達成
　を欄外最上段に記載しておくべきだと思う。

（全ての事業への共通意見２）
・各事業ごとに「課題・問題点」がこれだけあるにもかかわらず、ほとんどの事業が
「Ａ」評価であることに、違和感がある。

（全ての事業への共通意見３）
・「課題・問題点」に対する「今後の対応方針」を記載すべきではないか。

（全ての事業への共通意見４）多言語対応は、単に資料を配布すれば理解してもらえる
わけではない。最終的には、いかに顔の見える関係の中で伝えられるかだと考える。

○外国人が受診しやすい体制の整備を図るた
め、集団健診会場に通訳対応職員を配置する。

集団健診日程のうち、これまでの実績から
外国人受診者の来場が多いと見込まれる
6/25、9/16、10/23に実施する3会場に通訳
を配置する予定であった。しかし、6/25は
新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観
点から中止とし、また9/16と10/23は感染対
策を講じる必要性から集団健診の会場を健
診機関へと変更して実施したことにより通
訳対応職員の配置は取りやめた。

新型コロナウイルス感染症の影響により,健
診の中止や会場変更を行ったため、当初予
定していた通訳対応職員を配置する必要が
なくなった。

評価不可

コロナ禍において外国人も安心
して受診できる環境を整備する
ため、通訳対応職員の配置体制
を整える必要がある。

随時
甲府市在住の外
国人

英・中・韓 対応 検討中 国民健康保険課

・実績調書の段階なのに、「支援・関係団体等」の欄が検討中はおかしい。
・場所が健診機関に変更になっても、通訳の必要性は変わらず有り。健診機関には通訳
はいたのか。・市の健診を受ける在留外国人の国籍別人数についてはデータがあるの
か。市の通訳対応職員は、十分医療の説明ができるのか。・通訳が必要なのは健診場面
だけでなく、むしろ健診結果の説明場面である。これについては、どのようにしていた
のか。

○健診自体を知らない外国人が多く、健診を受
診しない（できない）状況となっていることか
ら、案内チラシの作成及び配布を検討するとと
もに、やさしい日本語会話・異文化体験サロン
などの機会を利用して直接外国人へのPRを行
う。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
やさしい日本語会話・異文化体験サロンな
どの開催が見合されており、直接外国人へ
のPRが未だできていない。

特定健診受診券の発送時に3か国語（英・
中・韓）対応の受診案内チラシを同封し
た。
今年度のやさしい日本語会話・異文化体験
サロンは3密を避ける観点から国民健康保険
課職員の参加を見送った。

B
健診内容や健診の必要性につい
て、外国人へ直接PRする機会を
作る必要がある。

随時
甲府市在住の外
国人

英・中・韓 対応 検討中 国民健康保険課
外国人へ直接PRする機会として、やさしい日本語会話・異文化体験サロンをあげている
が、これらに参加する在留外国人は多くないと考える。今後、どのようにしてPRしてい
くか検討していく必要があろう。

2 介護保険等の案内

〇介護保険のしくみ【情報提供】
介護保険証発送時に、多言語による介護保険の
しくみについての説明書を同封し、制度の周知
をする。

16人に同封 41人に同封 Ａ

介護が必要となったときに適切
に利用してもらうため、引き続
き多言語による説明書を用意し
て制度の周知を続ける。

随時
６５歳到達者・
転入者

英･中(簡)･中
（繁)･韓･ポ･ス

なし

市民課外国人相談窓
口、配布パンフレッ
トに（一財）自治体
国際化協会の情報を
活用

介護保険課
多くの、言語で翻訳されてればとても良いと思いましたでも外国人のためにも日本人の
ためにもやさしい日本語あればもっと良いと思います 。

3
甲府市子育てガイドブッ
ク等の配布

○甲府市子育てガイドブック等の配布【情報提
供】
妊娠、出産、出産費用、医療、健康相談、乳幼
児期からの経済的支援、保育所と幼稚園の違い
などの情報提供を行う。また、相談窓口等の主
要部分について、外国語に訳した資料を作成し
添付する。

甲府市子育てガイドブック配布時に、相談
窓口等の主要部分について、英・中・韓・
ポ・スに対応した資料を、必要に応じて添
付している。

甲府市子育てガイドブック配布時に、相談
窓口等の主要部分について、英・中・韓・
ポ・スに対応した資料を、必要に応じて添
付している。

Ａ
今後は翻訳された言語を活用し
ていく。

通年
甲府市在住外国
人

英（H30年度対応）
中・韓・ポ・ス
（H31年度対応）

なし なし 子育て支援課

○健康づくり
①情報活性化モデル地区（新田地区）が開催す
る健康相談会への協力及び支援
②国民健康保険の集団検診時における通訳者を
派遣する。

①モデル地区において開催する「青空診療
所」については、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止のため、未開催の状況で
あった。
②国民健康保険の集団健診については、新
型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点
から中止となった。9月には、集団健診の会
場を健診機関へと変更して実施したが、通
訳者の派遣は取りやめた。

①モデル地区において開催する「青空診療
所」については、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止のため、開催しなかっ
た。
②国民健康保険の集団健診については、新
型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点
から中止となった。9月には、集団健診の会
場を健診機関へと変更して実施したが、通
訳者の派遣は取りやめた。

評価不可

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

通年

①新田地区（貢
川団地桜ヶ丘自
治会連合会）
②甲府市在住の
外国人

①英・中・韓
②英・中・韓
音声通訳アプリ
（全10言語：英・
中・韓・インドネ
シア・タイ・ベト
ナムミャンマー・
ポルトガル・フラ
ンス・スペイン）

対応 ー 市民課

コロナウイルス感染症の感染拡大を避ける為に青空市場及び青空診療所開催が実施出来
ない状況で有りました。
集団検診は市民の健康維持に重要な役割を果たすと考えられるが、どのようにしたら新
型コロナ感染リスクをできるだけ少なくして実施できるか検討していただきたい。

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書
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(具体的な施策)
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(1)
保健・福
祉・医療

1 国民健康保険等の案内

4
母子健康手帳の交付・健
康診断や予防接種の問診
票の交付
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令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

〇甲府市民健康ガイドの予防接種ページ案内
【情報提供】
外国人住民に英語によるチラシを提供し、正し
い予防接種の知識を周知する。

必要に応じて英語によるチラシを渡して説
明した。 11件

必要に応じて英語によるチラシを渡して説
明した。 15件

Ａ なし 通年
甲府市在住外国
人

英 なし なし 医務感染症課

〇予防接種予診票【情報提供】
外国人住民に多言語による予診票を提供し、適
切に予防接種を受けられるようにする。
予防接種の未接種者の把握を行い、訪問や健診
の際に保健師が翻訳された資料等を利用しなが
ら、未接種者への説明、支援を継続していく。

外国人転入者等に対し保護者の希望に応じ
て母国語等の予診票を渡した。１２件

外国人転入者等に対し保護者の希望に応じ
て母国語等の予診票を渡した。18件

Ａ なし 通年
甲府市在住外国
人

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・タ・他

なし なし 医務感染症課

〇母子健康手帳【情報提供】
外国人住民に多言語による母子健康手帳を提供
し、産前産後育児に役立てる。
※本庁舎　子ども相談センターにおいても交付
できる。

発行数22冊（英語：１３冊　ベトナム語：4
冊　中国語：３冊　ポルトガル語:2冊） ※
R2年9月末現在
翻訳ソフト「ボイストラ」の配置があり、
活用している。

発行数52冊（英語：26冊、ベトナム語：10
冊、中国語：7冊、タガログ語・タイ語・ポ
ルトガル語・インドネシア語：各2冊、スペ
イン語：1冊）
多言語による母子健康手帳を提供するとと
もに、翻訳ソフト「ボイストラ」の配置が
あり、活用している。

Ａ

全く日本語が通じない外国籍の
方が通訳なしで来所した場合、
ボイストラだけでは説明が難し
い内容がある。また、対応時間
もかかり来所者の負担になって
いる可能性がある。

随時
甲府市在住の外
国人世帯

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・タ・
ベ・イ

なし なし 母子保健課

〇乳幼児健診問診票【情報提供】
外国人住民に多言語による問診票を提供し、正
しい問診ができるようにする。
※3か月、1歳6か月、2歳児歯科、3歳

健診会場で外国語版問診票による問診を行
うことに加え、翻訳ソフト「ボイストラ」
の配置があり、活用している。

会場で外国語版問診票による問診を行うこ
とに加え、翻訳ソフト「ボイストラ」の配
置があり、活用している。

Ａ

全く日本語が通じない外国籍の
方が通訳なしで来所した場合、
ボイストラだけでは説明が難し
い内容がある。また対応時間も
かかり来所者の負担になってい
る可能性がある。

随時
甲府市在住の外
国人世帯

英・中・韓・ポ・
ス

なし なし 母子保健課

1 個別教育相談の実施

○児童、生徒、保護者との教育相談
　児童、生徒、保護者との母語を話す日本語指
導員等を介しての学校生活や進学等に関する教
育相談

〇学校の要請に応じ、母語を話す日本語指
導員を通訳として派遣。（9月末までおよそ
16回）

○小３校･･･10回（個別懇談､生徒指導等）
　中５校･･･13回（個別懇談､進路指導等）
　市教委･･･２回（就学相談､新入児保護者説明等）
　全25回実施

Ａ

言語が多様化しており、対応で
きない言語もある。特に最近は
ベトナム語の依頼ケースが増え
てきている。

随時
市立学校に在籍
している外国籍
の児童・生徒

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・他

ー 山梨県教育委員会 学校教育課

・増加傾向にあるベトナム語への対応はどうするのか。/ やさしい日本語対応にプラス
したほうがいいと思います　/　　ベトナム人の人口は、全国的には韓国を追い越し在
留外国人の中では2番目に多くなってきている。まだ子育てをしている家族は少ないと
思うが、今後通訳の検討が必要であろう。

○就学案内のチラシ（文部科学省）【情報提
供】
外国人児童生徒のための就学ガイドブックの提
供。その際、必要に応じて山梨子どもネットに
ついても周知。

必要に応じて外国人の就学希望者等に配布

文部科学省の外国人児童生徒のための就学
ガイドブックについては、概要版（文部科
学省作成の各国語用）を窓口にて配布。山
梨こどもネットについても、必要に応じて
周知。

Ａ

学事課窓口に来庁される時に
は、ある程度情報を持っている
ことが多く、学事課が最初の相
談窓口になることは少ないた
め、初めからの周知の機会は限
られる。

随時
甲府市在住の外
国人世帯

英・中・韓・ポ・
ス・他

なし なし 学事課

「山梨子どもネット」については、これまで機会あるごとに周知活動を行ってきました
が、残念ながら依然として周知されていないと感じています。情報が古くなってはいま
すが、多言語対応の有用なサイトですので、活用していただくことを期待しています。
まずは情報の更新が必要ですので、次年度の取組の一つとしてご検討いただければと思
います。・「山梨子どもネット」の内容が更新されておらず古い。県立大学が中心と
なって民間ベースで構築されたものだが、県教育委員会が関わって更新作業をすること
としているようなので、状況の確認が必要である。・同感である。同ネットの内容だけ
でなく、外国人人口構成の変化にともない提供言語の見直しも必要と考える。

○小中学校入学案内の発送
小中学校に入学する児童生徒の保護者に入学案
内を送付。
〇入学案内を送付後、反応の無い世帯に対して
家庭訪問を実施し、一条校への入学希望の有無
や無い場合の就学先（インターナショナルス
クールなど）の確認を行っている。

小中学校の入学手続きの案内文を該当する
外国人世帯に発送予定

基準日現在で甲府市に住民票を置いている
外国籍児童生徒のすべての対象世帯に入学
案内を発送。
2021年度新小1：R2.10.5現在　対象27名
2021年度新中1：R2.10.5現在　対象28名

Ａ
右記の対応言語では、案内の内
容を理解できない世帯がある。

年１回
甲府市在住の外
国人世帯

英・中（簡）・中
（繁）・韓・ポ・
ス

対応 なし 学事課
該当者の国籍が事前に把握できると思うので、やさしい日本語対応をするとともに、未
対応言語への対応もできる限り行う必要があると考える。文科省のサイトカスタネット
/クラリネットにはベトナム語、フィリピノ語の就学ガイドブックあり。

〇保健調査票等の配布
小中学校に在籍している児童生徒に対して保健
関係諸用紙を配布

定期健康診断の際に配布
小中学校に在籍している児童生徒に対し
て、該当する言語で訳された保健調査票等
を配布した。

Ａ
右記の対応言語では、保健関係
諸用紙を理解できない保護者が
いる。

年間
児童・生徒およ
びその保護者

英・中（簡）・
韓・ポ・ス

対応 なし 学事課 カスタネットを参考に、事前に未対応の言語による書類を作成する必要があろう。

3
多文化共生・国際理解教
育の推進

○外国語指導助手の招聘等
　姉妹都市であるデモイン市及び県内在住の外
国語指導助手を市立小・中学校、甲府商業高校
へ配置することにより、児童・生徒への生きた
英語学習機会を提供する。

〇現地採用外国語指導助手の任用　12名
　令和2年4月1日～令和3年3月31日

〇デモイン市からの外国語指導助手の招聘
3名
　令和2年4月1日～令和2年7月31日

○現地採用外国語指導助手の任用 12名
　令和2年4月1日～令和3年3月31日

○デモイン市の外国語指導助手の招聘 2名
　令和2年11月13日～令和3年3月31日

○JETプログラムを活用した任用 1名
　令和2年11月28日～令和3年3月31日

Ａ

招聘者等においては、出入国制
限により来日等に支障が生じる
ことから、現地教育委員会や大
使館等と適宜連絡を取り合い、
情報収集に努める。

通年
市立学校に在籍
している児童・
生徒

英 ー

デモイン市教育委員
会
クレア（JETプログラ
ム国委託機関）

学校教育課

4 日本語指導の充実
○児童・生徒への日本語指導
　日本語指導センター校配置教諭、母語を話す
日本語指導員による日本語指導

〇センター校配置教諭5名が、日本語指導が
必要な児童生徒87名を週117時間指導。

〇市が委嘱した日本語指導員9名が、初期の
日本語指導が必要な児童生徒を中心に28名
を週40時間指導。

〇センター校配置教諭5名が、日本語指導が
必要な児童生徒93名を週120時間指導。

〇市が委嘱した日本語指導員9名が、初期の
日本語指導が必要な児童生徒を中心に32名
を週43時間指導。

Ａ

国の算定基準は満たしている
が、移動も多く伴うため、実際
１人の児童生徒に１時間程度し
か指導ができない現状である。
転入がある度に時間割編成を工
夫して取り組んでいる。

通年
市立学校に在籍
している外国籍
の児童・生徒

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・他

ー 山梨県教育委員会 学校教育課
外国籍の子どもたちの進学率に係ることなので、ボランティアの学習指導者という選択
肢も考えたいところである。/日本語教室については、一昨年までは、年４回位実施し
ましたが、コロナウイルス感染症拡大に伴う事から中止をしております。

基
本
目
標
１

行
政
情
報
提
供
の
充
実

(1)
保健・福
祉・医療

4
母子健康手帳の交付・健
康診断や予防接種の問診
票の交付

(2) 学校教育

2 学校からの情報提供
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具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

〇わが家の防災マニュアル【情報提供】
「わが家の防災マニュアル外国語版」を市民課
へ設置。（転入者等へ配付）

配布数　約２０部 配布数　約４０部 Ａ

転入者への配布が主になるため
増刷や改訂版作成時に部数の見
込みを立てることが困難であ
る。

通年

甲府市への外国
人転入者及び甲
府市在住の外国
人

英・中・韓・ポ・
タガログ

対応 なし 防災企画課 防災についての認識が無く、防災訓練にも参加しない

○「アプリ」や「甲府市防災ポータル」など、
防災情報を取得できるツールをはじめ、災害へ
の備えや避難行動など、防災情報を提供する機
会を創出し、いざという時の避難行動へ繋がる
よう取り組む。【情報提供】

「アプリ」や「甲府市防災ポータル」な
ど、防災情報を取得できるツールについて
は、広報やＨＰ内、ラジオ等で周知を行っ
ている。防災教室については新型コロナウ
イルス感染症の感染予防のため、今年度は
中止とした。

「アプリ」や「甲府市防災ポータル」な
ど、防災情報を取得できるツールについて
は、広報やＨＰ内、ラジオ等で防災情報の
周知に努めた。

Ａ

いざというときに、適切な避難
行動を取っていただけるよう、
粘り強く取り組んでいく必要が
ある。

通年
甲府市在住の外
国人ほか

ツールについて
は、英・中・韓 ー なし 防災企画課

もともと「やさしい日本語」は、阪神淡路大震災の反省から始まりました。防災に関す
る情報提供は命にかかわる情報の提供です。多言語化には限界があります。「やさしい
日本語」の対応をぜひ検討していただきたいと思います。/ もっともっとやさしい日本
語を使った方が良い思います　/　冊子やアプリの配置や周知は大切ですが，それだけ
ですと，その中身まで見て備える意識にまでつながりにくいと思われます．日本語教室
などの各教育機関や，自治体での説明等をしなければ，せっかくの情報が伝わらないと
思います．/　国のSafety tipsｎなど地域でも使える防災情報サイトの利用促進（紹
介）も含めたらどうか。利用できるものは利用して、多様なルートで正確な情報収集が
できるようにしておきたい。

〇甲府市洪水ハザードマップの英語版、中国語
版、韓国語版を窓口等に設置。

各窓口センターをはじめ、関係機関（県国
際交流協会等）、公立図書館、公立・私立
大学、日本語学校へ設置(配布依頼)した。

設置先の充足状況を確認し、不足の生じそ
うな箇所には補充を行った。

Ａ

県から貢川と鎌田川の浸水想定
区域が新たに示されたことか
ら、これらを反映したマップの
作成と、内容についてもやさし
い日本語化の対応について検討
する必要がある。

(平成31年
度にマッ
プ作成を
完了
し)H32年
度より設
置（配
布）を行
う

甲府市在住の外
国人

英・中・韓 なし なし
防災企画課・
道路河川課

防災に関する情報提供は命にかかわる情報の提供です。多言語化には限界があります。
課題・問題点の記載内容の実現を期待いたします。

2 生活安全情報の提供
外国人留学生と日本の大学生及び自主防犯ボラ
ンティア団体の安全安心合同パトロールの実施

－

外国人留学生と日本の大学生及び自主防犯
ボランティア団体の安全安心合同パトロー
ルを12/18に予定していたが、新型コロナウ
イルス感染症の感染状況から中止となっ
た。

評価不可
新型コロナウイルス感染症の収
束が見えない中、実施について
慎重な判断が必要である。

随時
甲府市在住外国
人

なし なし

警察・山梨学院大
学・ユニタス・自主
防犯ボランティア団
体

危機管理課

1
自治会への理解・加入案
内

○継続した情報の提供
市民課と連携し、やさしい日本語版や外国語版
のチラシの配布を通じ、自治会活動への理解や
加入促進に努める。

やさしい日本語版や外国語版のチラシを市
民課へ設置するとともに、転入者には市民
課においてチラシの配布を行っている。

やさしい日本語版や外国語のチラシを配布
し、自治会活動への理解や加入促進につと
めると共に、「やさしい日本語会話・異文
化体験サロン」にて自治会加入促進につい
て説明を行った。

Ａ

自治会活動への理解を深めても
らい、外国人の加入へ繫がるよ
う、継続した周知活動を行って
いく必要がある。

通年
甲府市在住の外
国人

英・中・韓・
ポ・ス

対応 市民課 協働推進課
自治会には加入して頂いておりますが、行事等の参加が消極的で有ります。/　情報を
提供しても、各自治会での受け入れ態勢が十分でなければ、加入促進はあまり期待でき
ないと考える。

2 ゴミの出し方の案内

○ごみの出し方【情報提供】
外国人住民に、全面改訂した多言語による「ご
みの分け方・出し方」の冊子を提供し、ごみの
正しい出し方の周知を図る。

環境センター、市政情報コーナー、転入受
付窓口等で随時配付

環境センター、市政情報コーナー、転入受
付窓口等で随時配付

Ｂ

外国語版冊子を必要とする方に
配布することができるよう、環
境センター、市政情報コー
ナー、転入時受付窓口等を利用
して継続して周知を図っていく
必要がある。

随時
甲府市在住の
外国人世帯

英・中・韓・
ポ・ス・タイ・
他

なし 減量課 減量課
冊子を配布して有りますが、ルールが守られてなく、有価物、瓦礫の時には大変で有り
ます。

(3)
防災・安
全

1 防災情報の提供

(4)
地域活
動・市民
生活

基
本
目
標
１

行
政
情
報
提
供
の
充
実
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具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

1 生活関連情報の提供
〇甲府市外国人生活ガイドブック【情報提供】
甲府市に住む外国人向けに、さまざまな手続き
や知識を掲載し、情報提供に努める。

・新たにベトナム語版を作成し7言語とした
「甲府市外国人生活ガイドブック」につい
て、冊子とともにQRコード付き多言語版の
チラシを外国人相談窓口へ設置している。
また、市ホームページへガイドブック（7言
語）を掲載した。
・外国人の転入手続きの際にガイドブッ
ク、「ゴミの出し方」（いずれもQRコード
付多言語版のチラシ）、自治会加入へのお
誘いチラシ（日・英・ポ・韓・ス・中）を
配布している。
・ゴミの出し方のQRコード付多言語版のチ
ラシを各窓口センターに設置し、在住して
いる外国人に対して情報提供している。

・新たにベトナム語版を作成し7言語とした
「甲府市外国人生活ガイドブック」につい
て、冊子とともにQRコード付き多言語版の
チラシを外国人相談窓口へ設置している。
また、市ホームページへガイドブック（7言
語）を掲載した。
・外国人の転入手続きの際にガイドブッ
ク、「ゴミの出し方」（いずれもQRコード
付多言語版のチラシ）、自治会加入へのお
誘いチラシ（日・英・ポ・韓・ス・中）を
配布している。
・ゴミの出し方のQRコード付多言語版のチ
ラシを各窓口センターに設置し、在住して
いる外国人に対して情報提供している。

Ａ 今後も情報提供を継続する。 通年
甲府市在住の外
国人

英・中・韓・ポ・
ス・日

対応 ー 市民課

2
やさしい日本語や多言語
を用いた行政情報の提供

〇多言語対応　４８事業
〇やさしい日本語　２６事業
※項目の対応言語・やさしい日本語による

「市税のしおり（多言語版）」を英語・韓
国語・中国語で作成

ー 設置場所等有効な活用方法 通年
甲府市在住の外
国人

ー ー ー 各課
次年度の当該事業はどうなりますか。達成度が「―」と記載されていますが、何か理由
がありますか。

3
ホームページによる行政
情報の提供

〇やさしい日本語での対応で的確に翻訳される
よう努める。
〇ホームページの多言語への対応（自動翻訳や
音声読上げ）

・コロナ禍でのさまざまな情報をわかりや
すいやさしい日本語対応での提供に努め
た。

多言語翻訳や多言語音声読み上げ機能に正
確に対応できるようやさしい日本語での情
報提供に努めた。

Ａ
次年度のホームページリニュー
アルにおいては、多言語への対
応を図ること。

通年 外国人

翻訳；英・中（簡
体字、繁体字）韓
国・ポルトガル・
スペイン・フラン
ス・タイ・ヒン
ディ・インドネシ
ア・ベトナムの11
言語。
音声読上げ対応；
翻訳対応言語のう
ち、中（繁体
字）・インドネシ
ア・ベトナムを除
く8言語。

対応 なし 情報発信課

4 相談窓口の設置

〇外国人相談コーナーの設置
①外国人とその家族等を対象に、英語・韓国
語・中国語を話せる３名の嘱託職員を配置する
とともに、その他の多言語に対応するため音声
翻訳システムを活用し、日常生活における相談
に対応していく。
②就学相談は、学校教育課と連携し不就学児童･
生徒が生じないように努める。

①在留手続き等の通常の相談と合わせ、特
別定額給付金等の申請手続きなど、新型コ
ロナウイルス感染症に関連した相談に対応
した。
②教育・進学相談等で教育委員会からの要
請がある場合、通訳を行い、連携を図って
いる。

①在留手続き等の通常の相談と合わせ、特
別定額給付金等の申請手続きなど、新型コ
ロナウイルス感染症に関連した相談に対応
した。
②教育・進学相談等で教育委員会からの要
請がある場合、通訳を行い、連携を図って
いる。

Ａ 特になし 通年

①甲府市在住の
外国人
②甲府市在住学
齢の外国人及び
保護者

①②英・中・韓
音声通訳アプリ
（全10言語：英・
中・韓・インドネ
シア・タイ・ベト
ナム・ミャン
マー・ポルトガ
ル・フランス・ス
ペイン）

対応
①なし
②学校教育課 市民課

・県の外国人相談センター（国際交流協会へ業務委託）と市の相談窓口との役割分担や
連携方策の検討など、情報交換が必要である。

・市民課の窓口で外国人住民アンケート調査を実施すべきである。昨年度の会議でも発
言したが、外国人住民のニーズを把握したり満足度を探るためにもアンケート調査は必
要である。
・アンケート結果を踏まえて、今後甲府市としてどう対応していくのか検討した上で、
具体的な「成果指標」（４つの基本目標ごとに１本ずつ程度の数値目標）を定めていく
のがよいと思う。

〇外国人のための保険料納付相談
甲府市在住の外国人においては、制度が理解で
きない為、保険料が滞納となるケースも出てき
ている。このため個々の世帯の生活状況に応じ
た納付指導を行っていく。

やさしい日本語での対応を心がけるととも
に、翻訳システム等を活用しながら、市民
課との連携をを図り納付相談を行った。
相談件数：238件
また、新型コロナウイルス感染症の影響に
伴う減免申請に係る英語・韓国語の案内を
職員が自作し周知を図った。

やさしい日本語での対応を心がけるととも
に、市民課との連携を図り納付相談を行っ
た。
相談件数：483件
また、新型コロナウイルス感染症の影響に
伴う減免申請に係る英語・韓国語の案内を
職員が自作し周知を図った。

Ａ
相談は必要に応じてであり、目
標を設定しにくい。

随時
国民健康保険料
を滞納している
外国人

英・中・韓・ポ・
ス・タイ・タ・他

対応
市民課外国人相談窓
口 国民健康保険課

〇外国人のための保険料納付相談
 介護保険制度が理解できない為、介護保険料を
滞納する場合が生じている。このため、制度の
理解を図り、個々の生活状況に応じた納付指導
を行っていく。

納付相談件数（電話・来庁）　１３件 納付相談件数（電話・来庁）　２４件 Ａ

介護保険制度を理解していただ
けるよう、個々の状況に応じた
きめ細やかな対応を心がけてい
く。

随時
介護保険料を滞
納している外国
人

英・中・韓 なし
市民課外国人相談窓
口 介護保険課

〇外国人のための保険料納付相談
甲府市在住の外国人においては、制度が理解で
きていないため、保険料が滞納となるケースが
ある。

納付相談0件
納付相談は随時受け付けているものの、納
付相談実績0件。

Ａ
相談は必要に応じてであり、目
標を設定しにくい。

通年
後期高齢者医療
制度被保険者

英・中・韓 なし
市民課外国人相談窓
口 高齢者福祉課

滞納者の日本語の理解度に応じてわかりやすい
日本語の使用を行う。

やさしい日本語での対応を心がけ、個々の
世帯の生活状況に応じた相談、納付指導を
行った。

やさしい日本語での対応を心がけ、個々の
世帯の生活状況に応じた相談、納付指導を
行った。

Ａ 随時 滞納者 英・中・韓・ポ・
ス

対応 検討中 滞納整理課 ・実績調書の段階なのに、「支援・関係団体等」の欄が検討中はおかしい。

○外国人滞納者への納付指導
　やさしい日本語での対応を取りながら、各世
帯の生活状況に応じた納付指導を行っていく。

やさしい日本語での対応を心がけ、個々の
世帯の生活状況に応じた相談・納付指導を
行っている。
また、入居後日本人住民とのトラブルを減
らすよう、入居申込や入居前の部屋見せ時
に渡す資料等について多言語化（英・中・
韓・やさしい日本語）したものを作成し
た。

やさしい日本語での対応を心がけ、個々の
世帯の状況に応じた相談・納付指導を行っ
た。
また、入居希望者で、多言語化（英・中・
韓・やさしい日本語）した資料等を使い、
やさしい日本語での説明が難しい場合は、
市民課の外国人相談担当職員に同席しても
らい対応した。

Ａ

制度を理解してもらうのが難し
く、多言語への対応が必要と思
われるが、外国語が使える職員
がいないため、市民課の外国人
相談担当職員に依頼し、外国人
入居者及び入居希望者に対応し
ている。

随時

住宅使用料を滞
納している外国
人
入居希望の外国
人

英・中・韓 対応
市民課外国人相談窓
口 住宅課

○水道料金等の使用開始申込の促進
給水区域内に住む外国人向けに、使用開始手続
きを促進するチラシを配布する。

無届で水道を使用している外国人に対し、
水道契約の必要性を案内することができ
た。

無届で水道を使用している外国人に対し、
水道契約の必要性を案内することができ
た。

Ａ なし 通年
給水区域内に在
住の外国人

英・ポ・中・韓 なし なし 営業課

(5)
情報提
供・相談

5 税・料の納付相談等

基
本
目
標
１

行
政
情
報
提
供
の
充
実
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【別紙1】

具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

1
市政に対する意見等の促
進

○継続した情報の提供
市民課と連携し、やさしい日本語版や外国語版
のチラシの配布を通じ、市政への意見制度につ
いて周知に努める。

「市長への手紙」や「市民の声ご意見箱」
の制度について、やさしい日本語版や外国
語版のチラシの設置を市民課にて継続して
行っている。

「市長への手紙」や「市民の声ご意見箱」
の制度について、やさしい日本語版のチラ
シを外国語版と併せて市民課へ設置すると
共に、「やさしい日本語会話・異文化体験
サロン」にて説明を行った。

Ａ
制度への理解を深め、利用して
いただけるよう継続した周知活
動を行っていく必要がある。

通年
甲府市在住の外
国人

英・中・韓 対応 市民課 協働推進課

2
防災・防犯活動への参加
促進・意識啓発

1　大学などの学生や市内に居住する外国人を対
象とした防災講話を実施予定
2　甲府市総合防災訓練への参加を促す。

10月に実施される「留学生のための防災教
室」の開催準備を進めた。

1 大学の学生や市内に居住する外国人を対
象に、防災教室を2回開催し、31名の外国人
留学生等に研修を行った。
2　総合防災訓練は新型コロナウイルス感染
拡大防止のため規模を縮小して実施し、外
国人を含めた一般市民の参加を見合わせ
た。

Ｂ

防災教室や防災訓練への積極的
な参加を促し、外国人市民等の
防災意識や知識の更なる向上を
図る必要がある。

1年
大学等の生徒、
甲府市に居住す
る住民

多言語 対応
1 大学、国際交流セ
ンター
2 自治会

防災指導課

・「支援。関係団体等」の欄の、国際交流センターは、山梨県国際交流協会のことか、
あるいは各大学の国際交流センターのことか。
・防災教室は、対象の外国人/留学生にアンケートをとることで、受講者からの評価を
得ることができる。

○日本で生活する外国人のための「日本語・日
本文化講座」を山梨県立大学に委託し実施す
る。

新型コロナウイルス感染症の県内の感染状
況に鑑み、その感染拡大防止のため、同大
学がオンラインによる遠隔授業を中心とさ
れ、大学施設の貸出も中止とされたことか
ら、担当者と協議の上、同講座の前期の開
催を見送り、後期の開催に向けて調整し
た。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、開催しなかった。

評価不可

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

通年
甲府市在住・在
勤・在学の外国
人

ー 対応 ー 市民課

○「やさしい日本語サロン」（日本語・中国語
講座）
モデル地区住民が講師となる日常会話の講座を
支援する。
（平成30年度から主催は地区、市は支援）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、事業未開催の状況であった。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、開催しなかった。

評価不可

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

通年
新田地区の住民
（モデル地区）

英・中・韓 対応 新田地区 市民課

○「やさしい日本語会話・異文化体験サロン」
外国人相談員が進行役となり、日常会話・日本
文化を体験する。
　①定期実施
　②外国人労働者を対称とした出前講座を開催
する。

①②新型コロナウイルス感染症の県内の感
染状況に鑑み、その感染拡大防止のため、
上半期の開催を見送り、下半期の開催に向
けて調整した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、事業規模を縮小し防災教室1回を開
催した。

評価不可

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

①通年
②随時
（年１回
以上）

甲府市在住・在
勤・在学の外国
人（日本人も
可）

英・中・韓 対応
①なし
②市内企業に勤務す
る外国人住民

市民課

4
留学生等に向けた合同企
業説明会の開催

○外国人（主に留学生）と市内企業の雇用にか
かるマッチング機会を創出し、市内企業への就
職を促進する。

10月28日の開催に向け、準備中である。

ハローワーク甲府管内の５市１町の共催に
よる就職ガイダンスを10月28日に総合市民
会館で開催した。参加者数31名、参加企業
17社、就職内定者数1名であった。

Ａ

コロナ禍により、参加者及び参
加企業が少なかったことから、
就職内定者数を含め、参加者及
び参加企業数の増加に努める。

随時
留学生や外国人
全てに対応

日本語※チラシ
は、英、中(簡）、
ポで対応した。

対応
ハローワーク甲府、
ハローワーク甲府管
内４市１町

雇用創生課

・留学生に対する就職支援については、県、甲府市、山梨大学等で取り組んでいるが、
どのように連携しているのか。/　県内にどのような企業があるのか，参加企業名だけ
では留学生に分かりづらく，ちらしだけではなかなか参加に至るの難しかったようで
す．留学生に県内企業への就職に魅力を感じてもらえる工夫が必要だと思います．10月
28日の就職ガイダンスのその後の実績（就職につながったか）等、もう少し詳しい情報
が欲しい。

1
人材育成研修・講座の支
援

○市役所職員のための「やさしい日本語講座」
外国人・日本人ともにわかりやすい日本語で接
遇することを目標に職員を対象に実施する。(隔
年）

隔年開催のため今年度は開催予定なし。 隔年開催のため今年度は開催予定なし。 ー 特になし 隔年 甲府市職員 なし 対応
一般財団法人自治体
国際化協会 市民課

2
多文化共生のための人材
活用

○多文化共生リーダーの育成
「やさしい日本語会話・異文化体験サロン」に
おける各種体験等を通して多文化共生のリー
ダーを育成していく。
①定期実施　②出前講座

①②新型コロナウイルス感染症の県内の感
染状況に鑑み、その感染拡大防止のため、
上半期の開催を見送り、下半期の開催に向
けて調整した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、事業規模を縮小し防災教室1回を開
催した。

ー

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

①通年
②随時
（年１回
以上）

甲府市在住・在
勤・在学の外国
人（日本人も
可）

英・中・韓 対応
①なし
②市内企業に勤務す
る外国人住民

市民課 ・多文化共生リーダーとはどういう人で、これまでどのくらい育成したのか。

1
「日本語・日本文化講
座」等開催情報の提供

○情報の提供
甲府市の各関係機関の窓口へやさしい日本語や
多言語化したパンフレットを設置するととも
に、様々な機会を捉えてPRする。

事業自体の開催が見送られたため、実施し
ていない。

事業自体の開催が見送られたため、実施し
ていない。

評価不可

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

随時
甲府市在住の外
国人

英・中・韓・ポ・
ス

対応 ー 市民課

2
図書館・公民館での日本
語学習関連教材の充実

【情報提供】
日本語学習に関連した所蔵資料の利用・貸出等

 関連図書の購入を行い、配架を行った。
　
　　　　　　　　購入冊数　12冊

選書基準に照らし７１冊の関連書籍を購
入。

Ａ 随時 図書館利用者 英・中　他 なし なし 図書館

多文化共生関連の講座・
研修

基
本
目
標
２

協
働
の
促
進

(6)

多文化共
生に向け
ての社会
参加促進

3

(7)

多文化共
生のため
の人材育
成と人材
活用

(8)
日本語の
学習・文
化の学び
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【別紙1】

具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

1
姉妹・友好都市等との交
流事業の推進

〇姉妹・友好都市等との交流事業
国際親善の一環として、1958年（昭和33年）8月
にアメリカ合衆国アイオワ州デモイン市、1961
年（昭和36年）4月に同国カリフォルニア州ロダ
イ市、また、1975年（昭和50年）8月にフランス
共和国アキテーヌ州ピレネー・アトランティッ
ク県ポー市、そして、1984年（昭和59年）9月に
中華人民共和国四川省成都市と姉妹･友好都市の
締結を行うとともに、2002年（平成14年）の9月
には大韓民国忠清北道清州市と気兼ねなく交流
が図れる友情都市を締結し、国際理解を深めて
いる。

山梨県・四川省友好交流35周年事業に伴
い、四川省成都市を訪問する予定であった
が、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止となった。

・令和3年2月8日　デモイン市からの種豚寄
贈から60周年を記念し、豚のぬいぐるみ60
個、毛糸の帽子90個、アイオワと山梨の物
語の本20冊を受贈した。ぬいぐるみ・帽子
は市立甲府病院の入院している子ども達に
贈り、絵本は図書館、公民館、児童館に配
付した。
・令和3年3月17日　甲府市からお礼として
贈った医療用ガウン240着がデモイン市に到
達した。
・新型コロナウイルス感染症の影響を鑑
み、大和郡山市と協議し、例年参加してい
た大和郡山お城まつりについては、参加を
見送った。

Ｂ

相互に訪問する形での交流は依
然難しい状況であることから、
オンライン等を活用し、交流が
絶えないよう努めていく必要が
ある。

随時
姉妹・友好都市
等

英・仏・中・韓 ー
事業内容に応じた関
係部署等

秘書課

2
海外姉妹校児童・生徒と
の交流の推進

○姉妹・友好都市との交流
　国際性豊かな視野の広い青少年の育成と姉妹
都市等との交流を図ることを目的に、姉妹都市
デモイン市、及び友好都市成都市と海外研修派
遣事業及び受入事業を実施している。
　令和2年度は、成都市へ海外研修派遣団を派遣
し、成都市から教育交流派遣団の受入を行う予
定である。

〇感染症予防に伴い事業中止 〇感染症予防に伴い事業中止 評価不可

出入国制限により事業の開催が
困難となることから、現地教育
委員会と適宜連絡を取り合い、
情報収集に努める。

随時
市立中学生・甲
府商業高校生

英・中 ー
デモイン市教育委員
会
成都市教育委員会

学校教育課
新しい感染症が今後も流行する可能性は否定できない。オンラインを通した交流につい
ても検討しておくとよいだろう。

3 食の異文化交流会
〇食の異文化交流会
外国人留学生と市民との、食を通じた異文化交
流会を開催する。

新型コロナウイルス感染症拡大により、毎
年11月に開催予定の食の異文化交流会は開
催を見送った。

新型コロナウイルス感染症拡大により、11
月の交流会に続き、2月に開催予定だった交
流会も開催を見送った。

評価不可

大人数が集まっての調理、食事
という内容となるため、感染状
況を注視し、開催判断をしてい
く必要がある。

年2回

甲府市在住又は
甲府市の学校に
通っている留学
生

ー 対応
山梨県女性のつばさ
連絡協議会こうふ支
部会

秘書課
(国際親交委員
会)

新しい感染症が今後も流行する可能性は否定できない。オンラインを通した交流につい
ても検討しておくとよいだろう。

4
学生レポータ(留学生)に
よる情報の提供

〇留学生レポーターによるブログの発信
市内大学等に在籍する留学生を留学生レポー
ターに委嘱し、日本語と母国語でブログ記事を
作成し、情報発信していただく。
〇やさしい日本語対応に努める。

留学生レポーター登録：6名
新型コロナウイルス感染症の影響で来日で
きない学生がいたり、授業自体をオンライ
ンで行っているなどの理由から、例年より
登録者数が少なく、魅力発見ツアーなども
開催できていないが、国際交流課や記念事
業課と連携しながら、地域の方と触れ合い
ながら甲府の歴史や地域に触れる場を提供
している。
参加した感想や甲府の魅力などを、SNSで発
信してもらっている（母国語、日本語）。

留学生レポーター登録：7名
・3月末までに、留学生によるブログを1本
作成していただいた。
新型コロナウイルス感染症の影響で魅力発
見ツアーなども開催できなかったが、国際
交流課や記念事業課と連携しながら、イベ
ントなどに参加してもらい、地域の方と触
れ合いながら甲府の歴史や地域に触れる場
を提供した。
イベントに参加した感想や甲府の魅力など
を、SNSで発信していただいた（母国語、日
本語）。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影
響でイベントの減少、魅力発見
ツアー未開催など、留学生レ
ポーターに甲府の魅力を伝える
場が減ってしまっている。

通年
大学等に在籍す
る留学生

留学生の対応でき
る言語

対応 県内大学、専門学校 情報発信課

5
2020東京オリンピック・
パラリンピック事前合宿
推進事業

〇コロナウイルスの影響により、東京2020オリ
ンピック・パラリンピックが延期となった。来
年の開催に向け、フランス卓球・レスリング連
盟との連絡調整を行うとともに、オリンピック
を契機とした今後の交流事業等を検討してい
く。

2021年のオリンピックの開催に向け、フラ
ンス卓球・レスリング連盟と協議するとと
もに、競技種目・受入れ自治体ごとの新型
コロナウイルス感染症対策ガイドラインの
策定へ向けて準備を進めている。

2021年のオリンピックの事前合宿受入れに
向け、フランス卓球・レスリング連盟とス
ケジュール等を協議するとともに、競技種
目・受入れ自治体ごとの新型コロナウイル
ス感染症対策ガイドラインの策定を行って
いる。

Ｂ

新型コロナウイルスの拡大状況
が刻一刻と変化していく中で、
ガイドラインの見直しが多々あ
り、対応に苦慮している。

随時
フランス卓球・
レスリングチー
ムの関係者

フランス語 ー なし 国際交流課

6 国際交流員の活用
フランス人の国際交流員による、放課後児童ク
ラブ等での遊びによる異文化体験の実施。

新型コロナウイルス感染症拡大により、出
前講座等の講演については、実施できな
かったが、SNS等を通じて本市の観光情報の
PRを行った。

新型コロナウイルス感染症拡大により、出
前講座等の講演については、感染症対策を
行いながら、実施した（18回）。また、SNS
等を通じて本市の観光情報のPRを引き続き
行った。

Ａ
感染症拡大状況により、講座等
の実施が困難となる場合が見受
けられる。

8月以降随
時

未就学児～小学
生

フランス語
英語

ー なし 国際交流課

7
留学生と高校生との交流
会

市内４大学の留学生と市内高校生によるイベン
ト等を通じた交流を行う。

留学生と高校生の交流イベントについて
は、新型コロナウイルス感染症の状況を見
据えながら開催内容を検討していく。

新型コロナウイルス感染症拡大により、例
年行ってきた歴史探訪については、参加者
制限を行うなか、記念事業課とタイアップ
し、地域住民との信玄公ゆかりの地を巡る
散策会を行った。（新型コロナウィルス感
染症対策のため市内高校生は不参加）

Ｂ
新型コロナウイルスの拡大状況
により、大学の留学生の受け入
れが困難となっている。

随時
市内外国人留学
生
・市内高校生

多言語 ー なし 国際交流課

基
本
目
標
３

国
際
化
へ
の
対
応

(9)

国際交流
の推進

国際交流
の推進
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【別紙1】

具体的な内容等 令和２年９月末の進捗状況 令和３年３月末事業実績 達成率 課題・問題点 実施期間 対象者 対応言語
やさしい
日本語

支援・関係団体等 担当課 委員からのご意見・ご質問等

令和２年度  甲府市多文化共生推進事業実績調書

基本
目標

施策
事業名

(具体的な施策)

○宝石の街甲府のＰＲ「KOFU NO KIRAMEKI
MAP」の配布
中心市街地のジュエリー関連店舗等を紹介する
マップを配布。観光客等に中心市街地を回遊し
てもらい、活性化を図る。

令和２年８月２０日に業務委託契約を交わ
した。
掲載店舗へ記事の修正意向の聞き取りを行
い、印刷会社とデザイン校正等の調整を
行っている。

掲載企業、関係団体に配布済み
（配布部数：1,900部）

Ａ

多言語版を作ったが活かされて
いるかがわからない。多文化担
当が把握している、効果的な配
布先を教えてほしい。

通年
外国人観光客お
よび県外からの
観光客

中国語、英語 検討 特になし 商工課
令和2年度の資料では「やさしい日本語」について「検討」と記載されていますが、令
和3年度の資料では「なし」と記載されています。「検討」から「なし」へと変更され
た理由は何でしょうか。

〇公共サイン計画の推進
甲府市が設置する公共サインにおける多言語表
記と表記基準の統一化を図る。

公共サイン所管部局に対し、点検及び台帳
の更新に併せてチェックシートの作成を依
頼し、その結果から短期、中期、長期の３
段階の更新時期の目安を設定した。また、
短期（２年以内）のサインの所管部局に対
してはヒアリングを実施し、更新等の予定
を確認するとともに、サイン計画に適用さ
せるよう促した。

サイン計画を適用した公共サインの整備を
確実に、また、効率的かつ効果的に進める
ことを目的に「甲府市公共サイン等整備方
針」を改定した。
（改定内容）
令和２年度に実施した点検及びチェック
シートにより評価した集計結果を公表する
とともに、判定結果（更新時期の目安）を
参考に公共サインの適時適切な管理及び更
新を各所管部局に「依頼する旨」を追記し
た。

Ａ
(進捗管
理として
の達成
率）

既存の公共サインの数は膨大で
あり、全てを速やかに更新する
ことは財政面で大きな負担とな
るため、効率的かつ効果的な整
備を進める必要がある。

―
市内在住者及び
来訪者

英語外 なし 都市計画課

2
多言語での外国人向け観
光情報の発信

①甲府市観光案内所における多言語対応
甲府市観光案内所において、英・中（繁）・中
（簡）に対応できる職員による案内対応及び、
無料Wi-Fiやタブレット端末（3社間通話や翻訳
アプリ搭載）を活用し、外国人観光客の利便性
の向上に努める。

②多言語での情報発信
外国人観光客への情報発信について、ターゲッ
トを踏まえ、ニーズに沿った発信方法や媒体を
検討していく。

③JNTO（日本政府観光局）
平成29年度より加盟しているJNTOに対して、多
言語による本市の観光情報を提供し、JNTOのSNS
等で配信する。

①観光案内所における外国人案内人数は、
56人である。（8月末時点）

②新たな情報発信手段について検討中であ
る。

③掲載依頼件数は6件である。

①観光案内所における外国人案内人数は115
人である。

②観光スポットの案内看板の多言語化を
図った。武田二十四将屋敷跡案内看板　22
基

③掲載依頼件数は10件である。

Ｂ

②外国人観光客への情報発信に
ついては、旅前として冊子やWeb
を、旅中として案内看板や観光
スポットの掲示物等による発信
を偏りなく、バランス良く整備
していく必要がある。

通年 外国人観光客

①職員による案
内【英、中
（繁・簡）】
タブレットによ
る案内【英、中
（繁・簡）、
ポ、ス、タ、そ
の他7か国語

②英

③英、韓、中
（繁・簡）、
タ、その他2か
国語

ー
①（一社）甲府市観
光協会
③JNTO

観光課

JR東日本と協力して，甲府駅構内や駅周辺の観光案内の多言語化に，さらに力を入れて
もいいかと思います．
また，各種行事のポスター等が，日本語を母語としない市民や観光客の目には入りづら
く，参加しにくいのではと思われます．市が主催・後援・協賛する行事の多言語化のみ
ならず，各団体に対しても日本語を母語としない人も参加しやすい工夫を促すよう働き
かけてもいいかと思います．

3
無料公衆無線ＬＡＮ環境
の整備促進

〇無料公衆無線LAN（Wi-Fi）整備推進事業
市内を訪れる外国人観光客のサービス・利便性
の向上を図ることを目的に、公衆無線LAN(無料
Wi-Fi）の整備を推進する。

Wi-Fi設置箇所は、276箇所である。 Wi-Fi設置箇所は、277箇所である。 Ｂ

既に協力を得ることの出来る主
な観光施設等は設置しており、
新規設置数は４件であった。
なお、新規設置については、令
和２年度で終了し、令和３年度
以降は保守管理をしていく。

通年 外国人観光客

①ソリュ－ション
（主要観光施設４
台）…日・英・中
（簡）・中
（繁）・韓、イン
ドネシア
②①以外･･･日・英

ー NTT東日本 山梨支社 観光課

甲府市多文化共生推進委員会の設置
〇「甲府市多文化共生推進計画2016」に掲げた
事業の推進状況等について評価・検証を行い、
着実な計画推進を図る。

委員の委嘱を含め3回開催。
（6/29、7/31、9/24）

委員の委嘱を含め4回開催。
（6/29、7/31、9/25、11/10）

Ａ 特になし １年：4回 - ー ー ー 市民課

〇「甲府市多文化共生推進計画2021」の新たな
計画づくりに向けた検討を行う。

委員の委嘱を含め3回開催。
（6/29、7/31、9/24）

委員の委嘱を含め4回開催。
（6/29、7/31、9/25、11/10）

Ａ 特になし １年：4回 - ー ー ー 市民課

2 庁内連絡会議の設置

甲府市多文化共生庁内連絡会議の設置
「甲府市多文化共生推進計画2016」に掲げた事
業の推進状況等について調査・研究を行い、着
実な計画推進を図る。

①庁内連絡会議：1回（6/26）
②ワーキンググループ：1回（7/15）

①庁内連絡会議：2回（6/26、11/5）
②ワーキンググループ：2回（7/16、11/4）

Ａ 特になし １年：4回 - ー ー ー 市民課

1 情報拠点の整備

○情報発信拠点
各担当課や関係諸機関等と連携し、実施してい
る多文化共生施策や活動の情報収集を行い、や
さしい日本語や多言語化で外国人市民への情報
発信拠点とする。

出入国在留管理庁等の情報など、新型コロ
ナウイルス感染症に関連する文書等を相談
窓口に配置するとともに、市ホームページ
において情報を発信した。
発信回数：3回

出入国在留管理庁等の情報など、新型コロ
ナウイルス感染症に関連する文書等を相談
窓口に配置するとともに、市ホームページ
において情報を発信した。
発信回数：52回

Ａ 特になし 通年
甲府市在住の外
国人

英・中・韓・ポ・
ス

対応 - 市民課

2 地域拠点の整備
○情報活性化モデル地区の設置
外国人が集住している新田地区であるモデル地
区に対して、地区の自主運営を支援していく。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、事業未開催の状況であった。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、開催しなかった。

ー

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

通年
新田地区の住民
（モデル地区）

英・中・韓 対応 - 市民課

3
市民、ボランティア団
体、関係機関等との連携

○防災に関する活動
市内の大学や専門学校の留学生を対象とした防
災教室を行う。

10月15日の「留学生のための防災教室」の
開催に向け、大原学園甲府校、山梨県国際
交流協会、防災指導課と連携し調整を図っ
た。

10月15日に「留学生のための防災教室」の
開催に向け、大原学園甲府校、山梨県国際
交流協会、防災指導課と連携し開催した。

Ａ

新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止を図る中で、事業の中
止・延期・変更を検討する必要
がある。

通年
留学生及びその
他学生

英・中・韓・ポ・
タガログ・日

対応 山梨県国際交流協会 市民課

留意事項 多文化共生 国籍や民族などの異なる人々が、文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと
対応言語の種類 英語＝英、中国語＝中（簡）・中（繁）、韓国語＝韓、ポルトガル語＝ポ、スペイン語＝ス、タイ語＝タイ、タガログ語＝タ、その他＝他 
やさしい日本語 対応済＝「対応」、未対応＝「なし」、該当なし＝「－」

拠点の整
備

まちなか
情報の多
言語化

1
 

公共施設・生活関連施設
の多言語化促進
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